
高山市第６次行政改革大綱　基本施策及び実施計画体系比較
【高山市第５次行政改革大綱】 【高山市第６次行政改革大綱（案）】

【新たに追加する実施計画】
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基金残高の確保

施設の適正配置

ストックマネジメント（施設の長寿命化）の推進

収納業務体制の強化

収納率の維持向上

自主財源の確保

地方債残高の縮減

使用料、手数料等の負担の適正化

支所機能の検証と強化

法令遵守能力の強化

民間への委託や移譲の推進

指定管理者制度の活用

既存事業の見直し

公益法人などの見直し

勤務成績不良職員の改善・強化

健康管理等の充実

事務処理の効率化

広域事務の見直し

権限移譲への対応

電子市役所の推進

協働のまちづくりの推進

市民活動団体への支援

接遇力の強化

主体的な研修・研究活動の促進

派遣研修の実施

多様な人材の確保
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財政の透明性の確保 財政の透明性の確保

地方債残高の縮減 地方債残高の縮減

目的に即した基金の積立と活用 　基金残高の確保

③将来負担の軽減を図ります

補助金・負担金などの見直し 補助金・負担金などの見直し

省エネルギー対策の推進 省エネルギー対策の推進

給与の適正化 給与の適正化

使用料、手数料等の負担の適正化 使用料、手数料等の負担の適正化

財源の確保 自主財源の確保

行政コストの縮減 行政コストの縮減

５　財政の健全性の確保

収納業務体制の強化 収納業務体制の強化

③将来負担の軽減を図ります 収納率の維持向上 収納率の維持向上

公共施設の維持管理の効率化 公共施設の維持管理の効率化

③未利用財産（普通財産）の活用・処分を図ります 未利用財産の活用・処分 未利用財産の活用・処分

公共施設の統廃合・複合化 施設の適正配置
①人件費の削減を図ります 定員適正化の推進

給与の適正化 ②公共施設（行政財産）の長寿命化と維持管理の効率
化を図ります

公共施設の長寿命化の推進 ストックマネジメント（施設の長寿命化）の推進

②収入の確保を図ります

４　公有財産の適正な管理

①公共施設（行政財産）の有効活用・統廃合を図ります 公共施設の有効活用 施設の有効活用
４　財源の確保
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接遇力の強化
法令遵守能力の強化

職員の意識改革・接遇力の強化
③施設の有効活用・統廃合を図ります

健康管理等の充実 健康管理等の充実

行政コストの縮減

施設の有効活用

8
11

時代の変化に対応する職員の育成
勤務成績不良職員の改善・強化

時代の変化に対応する職員の育成

主体的な研修・研究活動の促進 主体的な研修・研究活動の促進

評価制度の活用

省エネルギー対策の推進

②事業の効率化を図ります
多様な人材の確保 多様な人材の確保

③人材育成と職員の意識改革を推進します 派遣研修の実施 派遣研修の実施

①民間活力の活用を推進します
支所機能の検証と見直し 支所機能の検証と強化

②定員の適正化を推進します 定員適正化の推進 定員適正化の推進

PPP手法（PFIなど）導入に向けた取り組み PPP手法（PFIなど）導入に向けた取り組み

３　組織・人事管理の充実
３　経営の効率化

①機能的な組織を構築します 行政課題に対応する組織編成 行政課題に対応する組織編成

電子市役所の推進 電子市役所の推進

民間委託への委託や移譲の推進 民間への委託や移譲の推進
③行政課題に対応する組織を編成します

指定管理者制度の活用 指定管理者制度の活用
行政課題に対応する組織編成

事務処理の効率化 事務処理の効率化
②事務処理の効率化を図ります

広域事務の見直し 広域事務の見直し

権限移譲への対応 権限移譲への対応

出資法人などの見直し 公益法人などの見直し

評価制度の活用 評価制度の活用

公共サービスの提供主体の見直し 公共サービス提供主体の見直し

政策形成過程への市民参加

２　効率的・効果的な行政運営の推進
時代の変化に対応する職員の育成

①事務事業の見直しを図ります 既存事業の見直し 既存事業の見直し

２　組織力の向上
③市民の声を反映します 市民の声を聴く機会の充実 市民の声を聴く機会の充実

①人材育成を推進します
政策形成過程への市民参加

②市民との情報共有を推進します 情報提供の充実 情報提供の充実
市民活動を支える人材の育成

情報公開の推進 情報公開の推進

②市民の声を反映します 地域を支える組織や人材の育成・支援 市民活動を支える人材の育成

③パートナーシップを構築します NPO等市民活動団体への支援 市民活動団体への支援

情報提供の充実

市民の声を聴く機会の充実

１　市民協働の推進 １　市民とともに進める自治体経営

①市民との情報共有を推進します ①市民協働を推進します 協働のまちづくり組織・活動への支援 協働のまちづくりの推進

②歳出の抑制を図ります

①歳入の確保を図ります

③民間活力の導入を推進します

②事務処理の効率化を図ります

参考２

【基本目標及び基本施策】 【実施計画】 【基本目標及び基本施策】 【実施計画】 【第５次行革から継続する実施計画】


